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2020 年 5 月 20 日 

一般社団法人 日本原子力産業協会 

情報・コミュニケーション部 

 

米国核燃料作業部会報告書 

「米国の原子力エネルギーの競争優位性の回復に向けて―米国の国家安全保障戦略」 

（2020 年 4 月 23 日公表） 

 

報告書について： 

 米国エネルギー省（DOE）の D.ブルイエット長官は 2020 年 4 月 23 日、核燃料作業部会

（NFWG）が米国の原子力産業復活をめざしてとりまとめた包括的な戦略報告書「米国の

原子力エネルギーの競争優位性の回復に向けて—米国の国家安全保障戦略」を公表した。 

 米国のウラン採鉱企業 2 社（エナジー・フュエル、Ur-エナジー）が 2018 年 1 月、1962 年

通商拡大法 232 条に基づき、国産ウランの使用拡大を求める請願を行い、商務省が翌 2019

年 4 月 14 日、ウラン輸入が安全保障上の脅威とする内容の調査報告書を取りまとめた。こ

の調査報告書を受けて、トランプ大統領は同年 7 月 12 日、覚書で、国産ウランの一定割合

の購入を義務付ける制度の導入を否定する一方で、広い視点から核燃料サプライチェーンを

含む米国の原子力産業の復活について検討する核燃料作業部会（NFWG）の設置を決定し

た。 

 NFWG の報告書は、米国の原子力産業復活に向け、米国の核不拡散目標との整合性及び国

家安全保障を確保しつつ、原子力発電のポジティブな特性を高め、ウラン採鉱、精錬、転換

産業の能力を復活させるほか、米国の技術優位性を強化し、米国の原子力輸出を促進するた

めに、政府、議会、規制機関が取るべきアクションを政策勧告として取りまとめている。 

報告書が勧告した米国の原子力リーダーシップ回復戦略の要点は、以下のとおり。 

 ウラン採鉱・転換産業を強化し、核燃料サイクルのフロントエンド全体の存続性を回復する

ために、迅速かつ大胆なアクションの実行 

 技術進歩を確実にし、次世代原子力技術における米国のリーダーシップを強化するために、

米国の技術イノベーションと先進原子力研究開発実証（RD＆D）投資を活用 

 ウラン採鉱企業や核燃料サイクル事業者、原子炉ベンダーがそれぞれの製品やサービスを販

売できる健全かつ成長する原子力エネルギー部門の確立 

 海外の国有企業との競争下で、民生用原子力輸出において米国の原子力産業を支援する政府

一丸となったアプローチの実施 
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＜報告書（全 32頁）の目次＞ 

 エグゼクティブサマリー 

 現状  

 戦略アプローチ 

 国家安全保障上の利益 

 戦略開発 

 戦略方法論 

 戦略目標 

 米国のウラン産業の支援と核燃料サイクルのフロントエンド全体の能力回復に向けた迅速な

アクション 

 核燃料サイクルのフロントエンドと国内原子力産業の復活と強化 

 技術と標準で世界を主導 

 米国の輸出競争力の強化 

 対策（政策勧告）の要点 

ここでは、上記報告書の目次のうち、エグゼクティブサマリー、現状、具体的取り組みの例と

して挙げられている 2 章（「技術と標準で世界を主導」および「米国の輸出競争力の強化」）、そ

して最後の対策（勧告部分）の要点の仮訳を紹介する。 
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米国の原子力エネルギーの競争優位性の回復に向けて 

米国の国家安全保障戦略  

エグゼクティブサマリー 

 

原子力発電は、本質的に国家安全保障と結びついている。 

 

 米国は、特にロシアや中国の国有企業に対して、原子力エネルギーの世界的リーダーとして

の地位を失っており、他の競合国も米国を超えるために積極的に活動している。 

 米国の原子力エネルギーのリーダーシップを回復するための戦略は、米国の原子力分野の競

争優位性を回復するよう設計されている。 

 

米国の原子力事業者全体の資産と投資を保持し成長させることは、米国の国家安全保障上の利益

である。我々は、国内および国際安全保障への利益に取り組み、原子力発電を拡大し、商用原子

力発電所の財政的脆弱性を最小化し、ウランの国防上の必要性を確保し、そして国有企業との競

争条件を公平化することによって、それを実現できる。 

 

まず、米国政府は、ウラン産業の復活と強化、ウラン転換事業の支援、ウラン濃縮分野の海外依

存の終焉、現在の原子力発電プラント群の維持、核燃料サイクル全体の戦略的脆弱性の除去、そ

して世界クラスの労働力の回復により、米国に利益をもたらし、国際市場で競争できるよう、大

胆なアクションをとる。 

 

次に、米国政府は、技術進歩を加速し、米国の原子力分野でのリーダーシップを取り戻すため

に、米国の技術イノベーションと先進的原子力研究開発実証（RD＆D）投資を活用する。 

 

最後に、米国政府は、現在ロシアと中国の国有企業（SOE）が支配している市場に参入し、最高

クラスの原子力技術の輸出において世界のリーダーとしての地位を回復し、もって核不拡散スタ

ンダードを強化する。我々は米国の原子力の信頼性を回復し、市場競争を通じて米国のコミット

メントを示し、米国を責任ある原子力パートナーの選択肢として再び位置付ける。 

 

核燃料作業部会は、国内のウラン採鉱、精錬、転換産業の短期的な崩壊を防ぐために、集中的か

つ慎重なアクションの重要性と、米国の戦略的燃料サイクル能力を支える必要性を認識してい

る。この戦略には、政権が 2021 会計年度予算を通じてすでに措置している具体的な行動が含ま

れており、これらの原則へのコミットメントを実証するとともに、将来の政策決定を通知するた

めに政権が使用できる追加アクションの勧告も含まれている。大統領予算にすでに反映されてい

るもの以外の勧告は、採択されて実行されるまでに、関連する予算や規制決定、および政策策定 

全編はこちらから 

https://www.jaif.or.jp/members/us_nfwg_report 

※会員限定で公開しております 


